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AMRに関する国際社会の動向

 2015年５月のＷＨＯ総会で、薬剤耐性に関するグローバル・アクショ

ン・プラン採択→ 加盟各国に今後２年以内にナショナル・アクショ

ンプランを策定するよう要請

 2015年６月のエルマウ・サミットで、ＷＨＯのグローバル・アクショ

ン・プランの策定を歓迎するとともに、ワンヘルス・アプローチの強

化と新薬等の研究開発に取り組むことを確認



破傷風

交通事故
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薬剤耐性(AMR)に起因する死亡者数の推定

2013年
2050年

（何も対策を取らない場合）

出典： Antimicrobial Resistance: Tackling a crisis for health and wealth of nations, the O’Neill Commission, UK, December 2014

• 2013年現在のAMRに起

因する死亡者数は低く
見積もって70万人

• 何も対策を取らない場
合（耐性率が現在の
ペースで増加した場
合）、2050年には1,000

万人の死亡が想定され
る（現在のがんによる死
亡者数を超える）

• 欧米での死亡者数は70

万人にとどまり、大半の
死亡者はアフリカとアジ
アで発生すると推測

(Antimicrobial Resistance in G7 Countries 
and Beyond, G7 OECD report, Sept. 2015)
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分野 目標

１ 普及啓発・教育
薬剤耐性に関する知識や理解を深め、専門職等への教育・研修

を推進

２ サーベイランス・モニタ

リング

薬剤耐性及び抗微生物剤の使用量を継続的に監視し、薬剤耐性

の変化や拡大の予兆を適確に把握

３ 感染予防・管理
適切な感染予防・管理の実践により、薬剤耐性微生物の拡大を

阻止

４ 抗微生物剤の適正使用 医療、畜水産等の分野における抗微生物剤の適正な使用を推進

５ 研究開発・創薬
薬剤耐性の研究や、薬剤耐性微生物に対する予防・診断・治療

手段を確保するための研究開発を推進

６ 国際協力 国際的視野で多分野と協働し、薬剤耐性対策を推進
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薬剤耐性（AMR）アクションプラン



0 5 10 15 20 25 30 35

Japan
Netherlands

Estonia
Latvia

Hungary
Austria

Sweden
Slovenia

Germany
Lithuania
Denmark

Norway
Czech Rep.

Bulgaria
Finland
Poland

Slovakia
United Kingdom

Spain
Croatia
Iceland

Malta
Portugal

Ireland
Italy

Luxembourg
France
Cyprus

Belgium
Romania

Greece

人口1000人あたりの平均一日抗菌薬使用量

セファロスポリン、その他のβラクタム キノロン マクロライド等 ペニシリン その他
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ECDC AMR Surveillance report 2012, Muraki Y et. Infection. 2013; 41: 415-23. (欧州は2010 年、日本は2013 

薬剤耐性(AMR)対策アクションプラン(2016.4.5)における数値目標

医療分野における抗菌薬使用量
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ヒトの抗微生物剤の使用量（人口千人あたりの一日抗菌薬使用量）

指標 2020年（対2013年比）

全体 33%減

経口セファロスポリン、フルオロキノロン、マクロライド系薬 50%減

静注抗菌薬 20%減

主な微生物の薬剤耐性率（医療分野）

指標 2014年 2020年(目標値）

肺炎球菌のペニシリン耐性率 48% 15%以下

黄色ブドウ球菌のメチシリン耐性率 51% 20%以下

大腸菌のフルオロキノロン耐性率 45% 25%以下

緑膿菌のカルバペネム耐性率 17% 10%以下

大腸菌・肺炎桿菌のカルバペネム耐性率 0.1-0.2% 同水準

主な微生物の薬剤耐性率（畜産分野）

指標 2014年 2020年(目標値）

大腸菌のテトラサイクリン耐性率 45%* 33%*以下

大腸菌の第3世代セファロスポリン耐性率
1.5%*（G7各国と
ほぼ同水準）

2020年における
G7各国の数値と同水準

大腸菌のフルオロキノロン耐性率
4.7%*（G7各国と
ほぼ同水準）

2020年における
G7各国の数値と同水準

成果目標
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1. 教育



目標1 国民の薬剤耐性に関する知識や理解を深め、専門職等への教育・研修を推進する

戦略1.2 関連分野の専門職等に対する薬剤耐性に関する教育、研修の推進

■ 生涯教育

• 感染症教育コンソーシアム（仮称）

• 薬剤耐性感染症の集団発生等に関するプログラムの開発

■ 専門教育

• 実地疫学（病院疫学）に関する研修の提供体制の強化



医療疫学を実践できる人材が必要



上気道炎に抗菌薬？

本邦の医療機関では上気道炎患者の60％において抗

菌薬が処方されていた

• 第3世代セフェム系 46％, マクロライド系 27％, キノロン

系 16％

Intern Med 2009;48:1369-1375.



Yahoo!ニュース 意識調査 - 世論を正しく可視化して世の中を良くする

http://polls.dailynews.yahoo.co.jp/domestic/25663/result



Yahoo!ニュース 意識調査 - 世論を正しく可視化して世の中を良くする

http://polls.dailynews.yahoo.co.jp/domestic/25663/result



2. サーベイランス



目標２ 薬剤耐性及び抗微生物剤の使用量を継続的に監視し、薬剤耐性の変化や拡大

の予兆を適確に把握する

戦略2.1医療・介護分野における薬剤耐性に関する動向調査の強化

方針

• JANISを見直し外来部門や高齢者施設入所者におけるAMRの動向を把握

• 効率的な医療関連感染症(HAI)の動向調査の手法を開発

• 医療関連感染症（HAI）サーベイランスをJANISと連携



今後のAMR・医療関連感染サーベイランスに

追加されるもの

医療関連感染症サーベイランス： 項目を改め、院外からも収集

抗微生物薬使用動向調査： 院外からも収集、レセプトデータベース（NDB）の活用



目標２ 薬剤耐性及び抗微生物剤の使用量を継続的に監視し、薬剤耐性の変化や拡大

の予兆を適確に把握する

戦略2.1医療・介護分野における薬剤耐性に関する動向調査の強化（続き）

■院内感染対策サーベイランス事業(JANIS)の強化

• JANISデータを地域レベルで分析できる仕組みを導入し「地域感染症対

策ネットワーク（仮称）」による活用を推進



地域感染症対策ネットワーク（仮称）とは？



AMR Local Indicators: UK

http://fingertips.phe.org.uk/profile/amr-local-indicators



目標２ 薬剤耐性及び抗微生物剤の使用量を継続的に監視し、薬剤耐性の変化や拡大

の予兆を適確に把握する

戦略2.1医療・介護分野における薬剤耐性に関する動向調査の強化（続き）

■医療関連感染症(HAI)動向調査に関する調査研究の推進

• 「抗微生物薬適正使用チーム（AST）」の業務の一環として医療関連感染症（HAI）

に関する情報収集を試験的に実施



3. 感染防止対策



目標３ 適切な感染予防・管理の実践により、薬剤耐性微生物の拡大を阻止する

戦略3.3 薬剤耐性感染症の集団発生への対応能力の強化

取り組み

■ 地域における薬剤耐性感染症(ARI) 集団発生対応支援

• 「地域感染症対策ネットワーク」による薬剤耐性感染症の集団発生対応

支援

■ 大規模集団発生に対する対応能力強化

• 薬剤耐性感染症の大規模集団発生の発生に伴う極端な人材不足に対

応しうる薬剤耐性感染症（ARI）専門家の人材プールの仕組みの検討



地域感染症対策ネットワーク（仮称）とは？



4. 抗菌薬適正使用



目標4 医療、畜水産等の分野における抗微生物剤の適正な使用を推進する

戦略4.1 医療機関における抗微生物薬の適正使用の推進取り組み

取り組み

■抗微生物薬適正使用(AMS)の推進に資するガイドライン・マニュアルの整備

■診断、治療に関わる規制の検討

• 外来において急性上気道感染症の患者に対する抗菌薬処方に関する

規制を検討



プライマリ・ケアにおける
抗菌薬使用ガイドライン

• 外来診療用のシンプルなガイドラインが必要

• 公的機関の作成が望ましい

スウェーデン ベルギー 香港

東北大学 具芳明先生より提供



目標4 医療、畜水産等の分野における抗微生物剤の適正な使用を推進する

戦略4.1 医療機関における抗微生物薬の適正使用の推進取り組み

取り組み

■医療機関における抗微生物薬適正使用(AMS)体制の整備支援

• 医療機関における抗微生物薬適正使用チーム(AST)の設置及び専

任の従事者確保に資する調査研究の実施

• 研究結果を踏まえ、院内感染対策委員会の役割に抗微生物薬適

正使用（AMS）実施の追加を検討



目標4 医療、畜水産等の分野における抗微生物剤の適正な使用を推進する

戦略4.1 医療機関における抗微生物薬の適正使用の推進取り組み

取り組み

■医療機関における抗微生物薬適正使用(AMS)体制の整備支援

• 「地域感染症対策ネットワーク（仮称）」による抗微生物薬適正使用

（AMS）に関する専門家派遣、教育、コンサルテーション等による支

援体制の整備と感染防止対策地域連携加算に基づく相互評価の

推進



平成28年6月10日 厚生労働省 感染症部会 資料１ AMR基礎資料
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持続可能な医療環境の実現の為に
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本邦での取り組み

• 1980年代 メチシリン耐性黄色ブドウ球菌(MRSA)等の薬剤耐性菌によ

る院内感染が問題に

• 1996 年4 月 厚生労働省、診療報酬改定において「院内感染防止対策

加算」を新設

• 2000年 院内感染対策サーベイランス（JANIS）事業開始

• 2002年 厚生労働省 院内感染対策有識者会議設置

• 2006年 医療法改正(良質な医療を提供する体制の確立を図るための医

療法等の一部を改正する法律（平成18 年法律第84 号）)において、全

医療機関に対し、院内感染対策指針の策定、院内感染対策委員会の設置

（無床診療所、歯科診療所は責任者の設置でも可）、全従業者への院内

感染講習会の実施等が義務づけ

• 2012年 診療報酬に感染防止対策加算の設置

• 2015年 院内感染対策中央会議「薬剤耐性菌対策に関する提言」



９．手術と感染防止

予防的抗菌薬は、手術創分類において清潔手術・準清潔手術に対して、手術直前にセフェム系第一世代もしく

は第二世代抗菌薬（下部消化管などではこの限りではない）を一回投与し、長時間手術等の場合には術中に追

加投与することがある39-51)。術後長期間に亘る予防的抗菌薬投与は行なってはならない。消化器外科手術で

は術後3 日間程度の投与が一般的である。

１１．抗菌薬耐性菌対策

薬剤耐性菌の検出状況や感受性パターンなどのデータを把握し、抗菌薬の濫用を避けなければならない。薬剤

師と協力して抗菌薬使用のマニュアルを作成し71-76)、重要な抗菌薬の使用を許可制にすると同時に、治療薬

剤モニタリング（therapeutic drug monitoring: TDM）77-81)を行なうことが望ましい。

平成15 年度 厚生労働科学研究費補助金（厚生労働科学特別研究事業）

分担研究報告書： 「国、自治体を含めた院内感染対策全体の制度設計に関する緊急特別研究「医療施設における院内感染（病

院感染）の防止について」

厚生労働省医政局指導課長

「医療施設における院内感染の防止について」より
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抗微生物薬適正使用(Antimicrobial Stewardship: AMS)

のための介入ポイント
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・特定抗菌薬の許可監視制
・用法・用量の自動最適化
・各施設毎の抗菌薬
感受性表の作成

・治療最適化
実施の必須化
・専門チームに
よるサポート

抗菌薬適正使用ガイドラインの整備
専門チームによるサポート・監視・フィードバック

・微生物学的
検査実施の
必須化

・専門チーム
によるサポート
・臨床決断 支援

“Right Antibiotics for right dose, right route and right duration.”

迅速同定検査の導入（初期治療期間の短縮）



指標

プロセス

抗菌薬使用量・抗菌薬処方数

アウトカム

耐性菌出現率

患者指標：有害事象・予後
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医療従事者の理解・共感が

得られにくい
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有効性とそこに至るプロセス
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指標

プロセス

抗菌薬使用料・抗菌薬処方数

診療プロセスの指標

アウトカム

耐性菌出現率

患者指標：有害事象・予後
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診療科別培養未提出数月報（9/1-30）
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指標

プロセス

抗菌薬使用料・抗菌薬処方数

診療プロセスの指標

アウトカム

耐性菌出現率

患者指標：有害事象・予後
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Prospective auditで

カルバペネム使用量が低下した

AUD(DDDs/100 bed days)
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C. difficile infection 発生率が低下した
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専門家の適切な介入は

S. aureus Bacteremiaの予後を改善

• 京都大学病院

• 2002-2005年 VS 2006-2008年で比較

• 心臓超音波検査施行頻度増高 (37.1% vs. 64.5%; P=.00)

• フォローの血液培養の採取頻度増高 (52.1% vs. 73.7%; P=.00)

• 治療期間の適切化[14日以上] (47.4% vs. 82.2%; P=.00)

• 心内膜炎・転移病巣発見率増高 (10.8% vs. 20.4%; P=.00)

• 30日粗死亡率の改善 (25.8% vs. 16.4%; P=.04)

Clin Microbiol Infect. 2010 Dec;16(12):1783-8. 45



改善を目に見えるようにする
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